一般就労している者の就労移行支援利用予定にかかる協議書
　　令和２年３月１０日
（あて先）名古屋市　　区長
（届出者）
所　在　地　名古屋市中区○○町△丁目□番□号
就労移行支援事業所名　就労移行支援　○○○○
管　理　者　　　　就労　太郎　　　　　　印
一般就労している次の者の就労移行支援利用予定について、以下のとおり協議します。
	利用予定
事業所名
	就労移行支援　○○○○
	事業所番号
	２３１１２３４５６７

	
	
	事業種別
	就労移行支援事業所

	ふりがな
	なごや　はなこ
	生年月日
	昭和６０年　　８月　　１日

	対象者氏名
	名古屋　花子
	
	

	障害福祉サービス受給者証
	有（番号：００００１２３４５６　　 ） ・ 無

	就労先
企業名
	□□株式会社
	就　職
年月日
	令和２年　　４月　　１日

	勤務日及び
就労移行支援
利用予定日
	曜日
	勤務先の勤務時間※１
	就労移行支援利用予定時間※２

	
	月
	９：００ ～１５：００
	５ｈ
	：　 ～　 ：
	０ｈ

	
	火
	：　 ～　 ：
	０ｈ
	９：００ ～１５：００
	５ｈ

	
	水
	９：００ ～１５：００
	５ｈ
	：　 ～　 ：
	０ｈ

	
	木
	：　 ～　 ：
	０ｈ
	９：００ ～１５：００
	５ｈ

	
	金
	９：００ ～１５：００
	５ｈ
	：　 ～　 ：
	０ｈ

	
	土
	：　 ～　 ：
	０ｈ
	：　 ～　 ：
	０ｈ

	
	日
	：　 ～　 ：
	０ｈ
	：　 ～　 ：
	０ｈ

	
	計
	週［ ３ ］日　［１５］時間※３
	週［ ２ ］日　［１０］時間※４

	勤務先企業等が就労移行支援事業所の　利用を承認しているか
	☑
	承認を受けている
	□
	承認を受けていない

	働きながら就労移行支援を利用することについて主治医の了解を得ているか
	☑
	了解を得ている
	□
	了解を得ていない


※１　左欄は始業・終業時間を、右欄は休憩時間を除く勤務時間数を記載してください。
２　左欄はサービス利用開始・終了時間（予定）を、右欄は利用時間数を記載してください。
３　「週20時間未満の場合」（Ａ）、もしくは「週4日以内の勤務日数で週20時間以上30時間未満」（Ｂ）の場合に限り、就労移行支援の利用が可能です。
４　1回あたり3時間以上サービス利用される場合に限られます。また、3の（Ａ）の場合は、週5日まで利用が可能。（Ｂ）の場合は、「5日から勤務日を控除した日数」の利用が可能です。
５　添付書類：サービス等利用計画案・個別支援計画案（一般就労開始後）
	将来的な本人の希望・目標
　今回、□□株式会社への就職が決まったが、本人も希望する職種、職務内容での就職であるため、ゆくゆくは勤務時間を延長し、勤務日数も増やしていきたいという希望がある。
　まずは当面、働くリズムに慣れることを目標に考えているが、将来的には毎日就労するという目標のため、勤務日以外の日には就労移行支援　○○○○に通所し、より一層のスキルアップと共に生活リズムを維持していきたい。


	具体的な支援方針と訓練や支援の内容
　□□株式会社で勤務時間や勤務日数を増やしていくために、勤務日以外に就労移行支援　○○○○へ通所し、毎日の就労リズムの維持を図る。訓練内容は□□株式会社での業務内容にも近いＰＣでの入力作業や編集作業を中心に、勤務先での業務を習得するためのアドバイスやフォローアップも並行して実施する。
　本人には高次脳機能障害があり、注意障害や記憶障害が見られる。仕事を進めるうえで効果的・効率的なメモの取り方や、仕事の進め方など、実際に就労をする中で出てきた課題に一緒に取り組んでいく。


	就労移行支援の利用が必要な理由
　□□株式会社においても一般的な研修や教育の機会は設けられているが、障害特性から長時間集中力を持続させることが困難な状態であり、課題は段階的に分割して依頼する必要がある。業務習得までには繰り返し声掛けが必要な場面もあり、きめ細かな支援が求められる。これまでの訓練期間を通し、本人の中でも自身の障害に対する一定の理解と気付きが得られたが、会社での通常の支援のみでは限界がある。
　就労移行支援の利用により、これまでも支援を行ってきた支援員が本人の障害特性に合った対応方法などを伝達することが可能となる。実際に仕事の中で直面する課題に対して訓練と実践を同時並行で進めることができ、本人のスキルアップにもつながる。
　また、通所や対面での処遇も含めた直接的な支援は他の社会資源や相談機関で担うことは難しく、就労移行支援を利用した継続的な支援が必要であると考えます。




※　具体的に記載してください。スペースが足りない場合は、別紙でも可とします。
【別紙５】





記載例








帳票４－１１－２

